
１（５）①国際地震工学研修の着実な実施 
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国際地震工学研修を建築研究所が実施することの意義 

 

現在、生活のすみずみまでグローバル化が進み、一国の災害が世界の国々の経済・社会生活に影

響を及ぼすことがあります。防災は、国と国が連携して取り組むべき世界共通の課題でもありま

す。地震防災の先進国といわれるわが国においても平成７年 1 月 7 日に発生した兵庫県南部地震

や平成 23 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震によって引き起こされた災害は、人的・物的に

甚大であり、国民生活に与えた影響は計り知れないものがありましたが、同時に世界の経済・社

会にも少なからぬ影響を与えました。世界に目を向ければ、大きな地震・津波災害は、世界各地

で発生し、特に開発途上国と言われる国々においては、防災対策の未熟さ等もあり、その被害は

拡大する傾向にあります。こうした地震関連災害の被害軽減を図る上で開発途上国における若い

世代の技術者、研究者の人材育成を行うことは極めて重要なことです。 

 

国際地震工学研修は、戦後、地震災害国から多くの若い研究者が地震学・地震工学を学びに日本

を目指したことから始まりました。若い研究者の思いを受け止め、昭和 35 年に第一回の国際地

震工学研修が開講されると、世界各国から賞賛の声が届き、関係省庁間の議論を経て、昭和 37

年より建設省（現国土交通省）が主務担当となり、建築研究所が国際地震工学部（現国際地震工

学センター）を新設して継続実施することとなりました。研修は、地震学・地震工学等の基本的

学問のみならず、技術の普及、防災・復興、津波対策等の総合的な知識を 1 年という短期間で効

率よく習得させるものとなっています。帰国した研修生は、自国で行政官・研究者として指導的

な地位に就くだけでなく国連等の国際機関でも活躍しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と 究機関等との連携を利用した人的ネットワークによる外部講師の確保が可能となります。建築研

究所としても、本研修によって培われた研修修了生との強固なネットワークにより、国際的な名声

を博すると同時に、地震情報の収集、国際的な研究ネットワークの構築、共同研究の推進等が可能

となります。このようにして出来上がった建築研究所における研修実施体制は、他の機関において

容易に構築できるものではありません。 

建築研究所は、地震学・地震工学の研究者

を擁しているだけではなく、当該分野の最

先端の知見と経験、類い希なる実験施設を

有しております。それらにより、充実した

研修を実施することが可能となります。例

えば長周期地震動や免震建築物などの研

究・実験は、近年途上国でも大きな関心が

寄せられており、研修生は、担当研究者か

ら直接研修を受け、またその実験を実際に

見学することができます。本研修を建築研

究所で実施することによって、長年の研修

実績で蓄積したノウハウと、公的研究機関

としての知見を活用でき、また、大学・研 
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